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公共下水道と各戸からの排水設備設置等について
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○公共下水道の設置・維持等の管理は、公共下水道管理者たる市町村が実施（下水道法第３条第１項）

○公共下水道に接続する各戸からの排水設備については、土地所有者等に設置、改築、修繕
の義務（下水道法第10条）

○ 土地所有者等は、条例により、設置すべき排水設備の新設・改築等の際、市町村に対し、
規則で定める申請書及び添付書類により書面により届出、確認を受ける義務（標準下水道条例第５条）

○ 排水設備の公共下水道への速やかな接続を促すため、市町村独自の支援制度として、排水
設備設置に係る補助制度等を設けている場合がある（補助金要綱等）

【出典：さいたま市建設局】

公共下水道（市町村が設置・管理）

各戸からの排水施設（土地所有者等に
設置・維持等の義務）

＜公共下水道及び各戸からの排水設備のイメージ＞

「複数の者が所有する私道の工事において必要な所有者の同意に関する研究報告書～所有者不明私道への対応ガイドライン～（平成30年 共有私道の保存・管理等に関する事例研究会）より抜粋した図を
国土交通省で加工



（参考）公共下水道における排水設備設置等に係る関連規定等（設置等） ①
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〇 下水道法（昭和33年法律第79号）(抄)

（管理）

第三条 公共下水道の設置、改築、修繕、維持その他の管理は、市町村が行うものとする。

２ (略)

（排水設備の設置等）

第十条 公共下水道の供用が開始された場合においては、当該公共下水道の排水区域内の土地の所有者、

使用者又は占有者は、遅滞なく、次の区分に従つて、その土地の下水を公共下水道に流入させるために必要

な排水管、排水渠きよその他の排水施設（以下「排水設備」という。）を設置しなければならない。ただし、特別

の事情により公共下水道管理者の許可を受けた場合その他政令で定める場合においては、この限りでない。

一 建築物の敷地である土地にあつては、当該建築物の所有者

二 建築物の敷地でない土地（次号に規定する土地を除く。）にあつては、当該土地の所有者

三 道路（道路法（昭和二十七年法律第百八十号）による道路をいう。）その他の公共施設（建築物を除く。）

の敷地である土地にあつては、当該公共施設を管理すべき者

２ 前項の規定により設置された排水設備の改築又は修繕は、同項の規定によりこれを設置すべき者が行うも

のとし、その清掃その他の維持は、当該土地の占有者（前項第三号の土地にあつては、当該公共施設を管理

すべき者）が行うものとする。

３ (略)



3

〇 標準下水道条例(昭和34年11月18日付け厚生省衛発第1108号・建設省計発第441号)(抄)

(排水設備等の計画の確認)
第五条 排水設備又は法第二十四条第一項の規定によりその設置について許可を受けるべき排水施設(以下これら
を「排水設備等」という。)の新設等（※）を行おうとする者は、あらかじめ、その計画が排水設備等の設置及び構造に関
する法令の規定に適合するものであることについて、規則で定めるところにより、申請者に必要な書類を添付して提出
し、市(町村)長の確認を受けなければならない。 （※）新設等：新設・増築又は改築
２ (略)

（参考）公共下水道における排水設備設置等に係る関連規定等（設置等）②

〇 大阪市下水道条例
(排水設備の計画の確認)

第4条 排水設備の新設、増設又は改築(以下新設等という。)を行おう
とする者は、その計画について、申請書を市長に提出してその確認
を受けなければならない。

2 (略)

〇 大阪市下水道条例施行規則
(排水設備の計画確認の申請)

第1条 大阪市下水道条例(昭和35年大阪市条例第19号。以下「条例」
という。)第4条第1項の規定により排水設備の計画の確認を受けよう
とする者は、第1号様式による申請書に排水設備の平面図を添付し
て、市長に提出しなければならない。

2 (略)
規則に基づく排水設備計画確認申請書（大阪市）

（公共団体における条例や規則の例） 大阪府大阪市HPより抜粋
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〇 排水設備設置に係る補助金交付申請書の様式例

（参考）公共下水道における排水設備設置等に係る関連規定等（独自の助成制度）③

（公共団体における補助金交付要綱等の例）

〇 つくば市排水設備設置事業費補助金交付要綱

（補助金の交付申請)
第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、排水設 備設置（変更）計画確認申請書と併せて、つくば市

排水設備設置事業費補助金交 付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
(1) ～(7) (略)

（茨城県つくば市の例） （埼玉県川口市の例）

茨城県つくば市及び埼玉県川口市HPより抜粋



「共有私道」について
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本勉強会では、「複数の者が所有する私道の工事において必要な所有者の同意に関する研究報告書～所
有者不明私道への対応ガイドライン～（平成30年 共有私道の保存・管理等に関する事例研究会）
（※）」において研究対象としている「共有私道」を対象とする。 （※以下「共有私道ガイドライン」と略する）

〇 「私道」とは、主として、「国や地方公共団体以外の者が所有する、一般の用に供されている通路で
あって、法令上、国や地方公共団体が管理することとされていないもの」とする。

〇 「共有私道」とは、複数の者が所有する私道であり、以下の区別による。
① 共同所有型私道 （民法上の共有関係にある私道）
＝私道敷全体を複数の者が所有し、民法第249条以下の共有（共同所有）の規定が適用されるもの
② 相互持合型私道 （民法上の共有関係にはない私道）
＝私道敷が複数の筆から成っており、隣接宅地の所有者等の各筆をそれぞれ所有し、相互に利用させ合うもの

＜「共有私道ガイドライン」における対象＞

＜①共同所有型私道のイメージ＞ ＜②相互持合型私道のイメージ＞

（出典）「共有私道ガイドライン」



（参考）共有私道に所在不明の所有者がいる場合の排水設備設置に係る事例
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○「共有私道ガイドライン」においては、共有私道において土地所有者等が排水設備の設置を
したいが、共有者の一部が所在不明で同意を得られない場合の事例として、共同所有型私道、
相互持合型私道それぞれについての事例が示されている。

＜共同所有型私道＞ ＜相互持合型私道＞

→⑦の共有者は、民法（第249条）により、その持ち分に応
じて私道敷を全部使用することができるため、民法上、①
の共有者の同意を得る必要はない。

＜工事実
施主体＞

＜工事実
施主体＞

→⑦の所有者は、下水道法（第11条第1項）により、①の所

有者の同意を得ることなく、当該私道にとって最も損害の
少ない場所又は箇所及び方法によって私道下に排水設
備を設置することができる。

※（出典）「共有私道ガイドライン」をもとに国土交通省で作成

＜共同所有型私道下に排水管を設置したいが、共有者の一部が
所在不明で工事の同意を得られない事例（事例１９）＞

＜相互持合型私道下に排水管を設置したいが、所有者の一部が
所在不明で工事の同意を得られない事例（事例２０）＞

※ 共有私道に係る民法上の「使用」の例



共有私道における排水設備設置等に係る課題と政府方針等
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〇 「所有者不明私道ガイドライン（平成30年１月 共有私道の保存・管理等に関する事例研究会）」

〇 「所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針（令和２年７月 所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議決定）」
「共有者による私道の円滑な利用や管理が可能となるよう、共有私道ガイドラインの更なる周知を行うとともに、

例えば自治体が独自に実施している共同排水設備の設置等に係る補助金について、申請時の印鑑登録証明書の添付を

不要としている事例を調査し、必要な助言や他自治体への周知を行うことを検討する」

〇 「経済財政の運営と改革の基本方針2020（令和２年７月）」
「書面・押印・対面を前提とした我が国の制度・慣行を見直し、実際に足を運ばなくても手続きできるリモート社会

の実現に向けて取り組む。このため、全ての行政手続を対象に見直しを行い、原則として書面・押印・対面を不要と

し、デジタルで完結できるよう見直す」

・「共有者の一部に所在不明の者がある共有私道について、排水設備を設置する際には、必ずしも私道共有者全員の

同意を得る必要がない場合がありうる」

・共有私道における排水設備設置等に係る法律の適用関係について一定の整理

〇「共有私道」における排水設備の設置に関しては、同意を取得すべき共有者の範囲についての関係法令の
解釈が必ずしも明確ではないという観点の他、土地所有者が自治体への設備設置届出や、設備設置に係る
自治体独自の助成を申請する際に、
①私道共有者の同意を確認する手続きを求めている自治体が多くある。 更に、
②本人確認の方法について、印鑑登録証明の添付等を求めているケースもある。

〇これらの手続き等に関し、共有者の所在を把握することが困難な事案における対応をはじめ、運用の
改善を求める声がある

政府方針等

課題・現状

政府方針を踏まえ、国土交通省では、自治体に対し、必要な通知・調査・要請を実施（平成30年４月、令和３年１月・４月）



①全員

737 団体

72%

②所在不明の共
有者を除き全員

199 団体　20%

③過半数など一定割合

14 団体　1%

④その他

70 団体　7%
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①実印の押印

②印鑑証明書の添付

③認印の押印

④各種証明書等の添付

⑤公的身分証明書の写しの添付

⑥何も求めていない

ｎ＝1,020
複数回答可

共有私道における排水設備設置に関する第１回実態調査【令和３年１月】結果① （設備設置申請関係）

○共有私道への排水設備設置申請時に、私道共有者の同意書の提出を求めている団体は1,020団体。
同意書を求める共有者の範囲は「全員」が737団体で、「所在不明の共有者を除き全員」※は199団体にとどまった。
※「複数の者が所有する私道の工事において必要な所有者の同意に関する研究報告書 ～所有者不明私道への対応ガイドライン～」（共有私道の保

存・管理等に関する事例研究会（法務省）、平成30年１月）では、共有者の一部に所在不明の者がある共有私道について、排水設備を設置する際
には、必ずしも私道共有者全員の同意を得る必要がない場合があり得ることが示されている。

○同意者の本人確認手法としては、 「認印の押印」※が928団体で最も多い。
「実印の押印」は88団体、そのうち「印鑑登録証明書の添付」 も求めている団体は48団体であった。
※  国の行政手続きにおいては、認印の押印は全廃の見通し。内閣府が策定した「地方公共団体における押印見直しマニュアル」令和2年12月18日)

では、押印⾒直しの判断基準として「登記・登録印によらない押印は、本⼈確認の⼿段としての効果は⼤きくないため、認印については、⾏政⼿続、
内部⼿続に関わらず、押印を求める趣旨の合理性が乏しいと考えられ、基本的に押印を廃⽌します。」とされている。

同意書を求めている私道共有者の範囲 （設問１２） 同意者の本人確認のための押印・添付書類 （設問１５）

n＝1,020

【調査概要】 ①対象団体： 公共下水道管理者及び東京都23区（計1,449団体）
②回答状況： 回収率：97.4％ （1,449 団体中1,411団体から回答あり）

調査概要

集計結果のポイント

※令和３年１月１９日アンケート実施
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④各種証明書等の添付

⑤公的身分証明書の写しの添付

⑥何も求めていない

ｎ=200
複数回答可

○共有私道での排水設備設置助成制度を有する331団体中、私道共有者の同意書の提出を求めている団体は200団体。
同意書を求める共有者の範囲は「全員」が153団体で、「所在不明の共有者を除き全員」※は34団体にとどまった。
※「複数の者が所有する私道の工事において必要な所有者の同意に関する研究報告書 ～所有者不明私道への対応ガイドライン～」（共有私道の保

存・管理等に関する事例研究会（法務省）、平成30年１月）では、共有者の一部に所在不明の者がある共有私道について、排水設備を設置する際
には、必ずしも私道共有者全員の同意を得る必要がない場合があり得ることが示されている。

○同意者の本人確認手法としては、 「認印の押印」※が161団体で最も多い。
「実印の押印」は33団体、そのうち「印鑑登録証明書の添付」も求めている団体は29団体であった。
※ 国の行政手続きにおいては、認印の押印は全廃の見通し。内閣府が策定した「地方公共団体における押印見直しマニュアル」令和2年12月18日)

では、押印⾒直しの判断基準として「登記・登録印によらない押印は、本⼈確認の⼿段としての効果は⼤きくないため、認印については、⾏政⼿続、
内部⼿続に関わらず、押印を求める趣旨の合理性が乏しいと考えられ、基本的に押印を廃⽌します。」とされている。

同意書を求めている私道共有者の範囲 （設問４） 同意者の本人確認のための押印・添付書類 （設問７）

【調査概要】 ①対象団体： 公共下水道管理者及び東京都23区（計1,449団体）
②回答状況： 回収率：97.4％ （1,449 団体中1,411団体から回答あり）

調査概要

集計結果のポイント

①全員

153 団体76%

②所在不明の共

有者を除き全員

34 団体 17%

③一定割合(過半数

等) 4 団体 2%

④その他

9 団体 5%

※令和３年１月１９日アンケート実施
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共有私道における排水設備設置に関する第１回実態調査【令和３年１月】結果② （助成制度申請関係）


